
東京都中央区日本橋本町一丁目5番11号

ＪＰ投信株式会社

代表取締役社長　清野　佳機

（単位:千円）

金額 金額

流動資産 501,431 流動負債 75,190

現金・預金 438,765 リース債務 1,188

前渡金 162 未払金 68,606

前払費用 9,443 未払手数料 27,092

未収委託者報酬 46,813 その他未払金 41,514

その他 6,247 未払法人税等 5,395

固定資産 23,043 固定負債 2,119

有形固定資産 10,262 リース債務 2,113

建物 2,119 繰延税金負債 6

器具備品 8,142 77,310

無形固定資産 3,017

商標権 1,208 金額

ソフトウェア 1,809 株主資本 447,150

投資その他の資産 9,764 資本金 500,000

投資有価証券 1,020 資本剰余金 500,000

その他 8,743 資本準備金 500,000

利益剰余金 △552,849

その他利益剰余金 △552,849

繰越利益剰余金 △552,849

評価・換算差額等 14

その他有価証券評価差額金 14

447,164

資産合計 524,475 524,475負債・純資産合計

純資産合計

資産の部 負債の部

負債合計

科目

第5期決算公告

2020年6月30日

2020年3月31日現在

第５期　貸 借 対 照 表

純資産の部

科目 科目



（単位:千円）

委託者報酬

営業収益計

営業費用

支払手数料

広告宣伝費

調査費

調査費

委託調査費

委託計算費

営業諸雑費

通信費

印刷費

協会費

その他

営業費用計

給料

役員報酬

給料・手当

法定福利費

福利厚生費

業務委託費

交際費

旅費交通費

租税公課

不動産賃借料

固定資産減価償却費

消耗品費

支払報酬料

諸経費

一般管理費計

営業利益

営業外収益

受取利息

有価証券売却益

雑収入

営業外収益計

営業外費用

支払利息

営業外費用計

経常利益

特別損失

固定資産除却損

特別損失合計

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

84,354

83,500

6,127

48,573

1,937

60,495

144,850

328

営業収益

1,138,186

第５期　損 益 計 算 書
（自　2019年 4月1日　至　2020年 3月31日）

科目 内訳 金額

1,138,186

一般管理費

660,946

7,054

15,328

26,861

456

14,871

818,222

51,392

230

12,141

240

7,547

8,617

12,039

6,078

3,501

45

5,257

481

201,315

118,648

0

305

79

117,732

79

118,377

645

45

118,682

305

0



当期首残高 329,418 329,443

当期変動額
　当期純利益 117,732 117,732　
　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

△ 11

当期変動額合計 117,732 117,720

当期末残高 447,150 447,164

(単位：千円)

第５期　株主資本等変動計算書
（自　2019年 4月1日　至　2020年 3月31日）

株  　　主　　  資　　  本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額等

合計
資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

25 25500,000 500,000 500,000 △ 670,581 △ 670,581

△ 11 △ 11

117,732 117,732

△ 11 △ 11

500,000 500,000 500,000 △ 552,849 △ 552,849 14 14

－ － － 117,732 117,732



 

 個  別  注  記  表  

     

 

2019 年 4 月 1 日から

2020 年 3 月 31 日まで 
 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得する建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物    10～18 年 

器具備品   3～20 年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間に基づく定額法によっております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

 

３ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  



 

［貸借対照表に関する注記］ 

  １  有形固定資産の減価償却累計額 

建物 2,089 千円 

器具備品 8,513千円 

  ２ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  （１）短期金銭債権 

預金 23,479 千円 

  （２）短期金銭債務 

未払手数料 27,090 千円 

その他未払金 8,955 千円 

 

［損益計算書に関する注記］ 

  １  関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

 営業費用 660,912 千円 

一般管理費 109,994 千円 

  ２  固定資産除却損 

器具備品 305 千円 

合計 305 千円 

 

［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

当事業年度の末日における発行済株式の総数 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式 20,000 株 － － 20,000 株 

 

  



［税効果会計に関する注記］ 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

繰延税金資産   

 税務上の繰越欠損金 (注)1 164,149 

 繰延資産償却超過額  740 

未払事業税  1,607 

繰延税金資産小計  166,497 

税務上の繰越欠損金に係る 

評価性引当額 

 

(注)1 

 

△164,149 

将来減算一時差異等の合計に

係る評価性引当額 

 

 

 

△2,347 

評価性引当額小計  △166,497 

繰延税金資産合計  － 

繰延税金負債   

 その他  6 

 繰延税金負債合計  6 

繰延税金資産の純額  △6 

(注)1.税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

     当事業年度（2020 年 3 月 31 日） 

 
1 年以内 

(千円) 

1 年超 

2 年以内 

(千円) 

2 年超 

3 年以内 

(千円) 

3 年超 

4 年以内 

(千円) 

4 年超 

5 年以内 

(千円) 

5 年超 

(千円) 

合計 

(千円) 

税務上の繰越 

欠損金 (a) 
－ － － － － 164,149 164,149 

評価性引当額 － － － － － △164,149 △164,149 

繰延税金資産 － － － － － － － 

(a)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率  30.62% 

(調整)   

評価性引当額の増減  △30.93% 

住民税均等割  0.24% 

その他  0.60% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.54% 



［リース取引関係］ 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

事務機器（器具備品）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

「［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ ２ 固定資産の減価償却の方法」に記

載のとおりであります。 

 

［金融商品に関する注記］ 

１ 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社の資金運用については流動性の高い預金等に限定しており、投機的な取引は行わな

い方針であります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。 

また、資金調達については借入によらず、株式の発行により行う方針です。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

預金は、関係会社に対するものであり、短期の預金であることから、市場リスクは僅少で

あると認識しております。また、事業に必要な運転資金については、資金管理部署による計

画に基づく手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

投資有価証券は投資信託であり、価格変動リスク及び為替変動リスクに晒されておりま

すが、資金管理部署が定期的に時価等を把握し、管理を行っております。 

なお、当社の営業債権である未収委託者報酬の基礎となる投資信託財産は、信託法により 

信託銀行の固有資産と分別管理されており、信用リスクは僅少であると認識しております。 

リース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。また、資金管理部署による計画 

に基づく手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

  



２ 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金・預金 438,765 438,765 － 

（２）未収委託者報酬 46,813 46,813 － 

（３）投資有価証券    

その他有価証券 1,020 1,020 － 

資産計 486,599 486,599 － 

（４）未払手数料 27,092 27,092 － 

（５）その他未払金 41,514 41,514 － 

（６）リース債務(※１) 3,302 3,302 － 

負債計 71,909 71,909 － 

 (※１）1年内返済予定のリース債務を含めております。 

注：金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資 産 

（１）現金・預金及び（２）未収委託者報酬 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（３）投資有価証券 

その他有価証券 

投資信託については、基準価額によっております。 

    負 債 

（４）未払手数料及び（５）その他未払金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（６）リース債務 

時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。 

 

３ リース債務の決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 
 

１年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

リース債務 1,188 1,202 911 － － － 

 

  



[有価証券に関する注記] 

１ その他有価証券 

（単位：千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

投資信託 

 

 

1,020 

 

 

1,000 

 

 

20 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

投資信託 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

合計 1,020 1,000 20 

 

２ 事業年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

投資信託 1,079 79 － 

 

  



［関連当事者との取引に関する注記］ 

１ 関連当事者との取引 

（１）親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名

称 

所在地 資本金、

出資金又

は基金 

（億円） 

事業の内

容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者との

関係 

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 

科目 期末残高 

（千円） 

その他の

関係会社 

㈱ゆうちょ

銀行 

東京都

千代田

区 

35,000 銀行業 被所有 

直接 45% 

役員の受入 

出向者の受入 

投資信託の募集

の取扱及び投資

信託に係る事務

代行の委託等 

人件費

の支払 

76,677 その他

未払金 

6,252 

事務代

行手数

料の支

払 

660,910 未払手

数料 

27,090 

その他の

関係会社 

三井住友信

託銀行㈱ 

東京都

千代田

区 

3,420 銀行業 被所有 

直接 30% 

役員の受入 

出向者の受入 

人件費

の支払 

33,172 その他

未払金 

2,702 

その他の

関係会社

の子会社 

野村アセッ

トマネジメ

ント㈱ 

東京都

中央区 

171 

 

 

投資助

言・代理

業及び投

資運用業 

なし 役員の受入 

出向者の受入 

人件費

の支払 

35,000 その他

未払金 

－ 

注:１ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（１）人件費については、当社の給与規程に基づいて金額を決定しています。 

（２）投資信託に係る事務代行手数料については、一般取引条件を基に、協議の上決定 

しております。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。 

（２）子会社及び関連会社等 

   重要な該当事項はありません。 

（３）兄弟会社等 

   親会社及び法人主要株主等に含めて開示しております。 

（４）役員及び個人主要株主等 

   重要な該当事項はありません。 

 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

  



［１株当たり情報に関する注記］  

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

22,358 円 23 銭 

5,886 円 60 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  損益計算書上の当期純利益 

普通株式に係る当期純利益 

  普通株式に帰属しない金額 

  普通株式の期中平均株式数 

 

117,732 千円 

117,732 千円 

－ 

20,000

株 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

  該当事項はありません。 


